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研究成果の概要（和文）：　イデオロギー的分極化の原因としての予備選挙の重要性について、2012, 2014, 2016(3月
まで)年の大統領選挙・議会選挙に対する現状分析を行いつつ、過去の事例も踏まえて考察し、本研究での仮説をかな
りの程度検証できた。2010年に台頭した共和党内勢力である茶会党が、予備選挙制度を通じて勢力を伸ばし、かつ共和
党を一層右傾化させたことは、その鮮やかな証左であった。
　同時に、硬直化した分極化現象への批判も存在する。研究成果では15年に顕著になったトランプ現象にも言及するこ
とにより、既成の政党支持パターンは攪乱されており、近年単線的に続いてきた分極化が転換点に来ている可能性も示
唆した。

研究成果の概要（英文）：Series of analyses were conducted in this project to prove that the primaries are 
at least one of the most important causes for ideological polarization of the politics and the political 
parties of the United States. Just during the period of this research project, the Tea Party has risen to 
prominence in the Republican Party even to bring about a government shutdown in 2013. Without the primary 
system, its rise would have been impossible. By embracing the Tea Partiers, the Republican Party pushed 
itself to further right.
However, the rise of Donald Trump in the 2016 presidential election might suggest that this rigid pattern 
of ideological polarization is coming to its limits so much so that it is dislocating the existing 
pattern of political party alignment. Some of the research products in the final year mentioned this 
possibility.
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１．研究開始当初の背景 
(1)研究の学術的背景(1)。 米国での米国政
治研究では、二大政党のイデオロギー的変化
を世論や有権者の意識という点から説明し
ようとする研究が眼についた。そこでは、政
党を「有権者の中の政党」(party-in-the-el
ectorate)、政党組織(party organization)、
公職にある政治家集団としての政党(party-
in-office)の三要素に分解して考察する方
法が支配的であった。とくに「有権者の中の
政党」に注目し、政党への一体感の強弱等を
基準に、政党の衰退を論ずる傾向が強い。し
かし致命的なことに、この方法は政党の中核
部分である政治家集団を無視していた。 
 (2)研究の学術的背景(2)。 政党研究一般で
はサルトーリやデュベルジュら主としてヨ
ーロッパの政党を前提にした研究がこれま
で影響力をもってきたが、これでアメリカの
政党とその変容のメカニズムを解明するこ
とは不可能である。アメリカの政党には強力
な権限をもった指導部が存在せず、公認候補
はすべて党員による予備選挙で決定され、指
導部にその権限はない。すなわちアメリカで
は上からの政党変容は構造的に起こりにく
い。地道に予備選挙に介入し、グラスルー
ツ・レベルで自らの政策を支持する候補者を
公認候補に押し上げる政治力をもつ政治勢
力が大きな役割を果たすのであり、そこに党
外の利益団体や政治運動とその影響力を分
析する必要が生まれる。 
注目すべき先駆的研究として、Baer & 
Bositis, Elite Cadre and Party Coalition 
(1988)があるが、この研究は政治運動や利益
団体を考察の対象から除外しており、また大
統領選挙のみを分析している。本研究ではそ
のような限界を補う意味で、利益団体や政治
運動による政党への浸透をも対象とし、とく
に予備選挙に分析を集中させることにより、
より包括的に政党と政党を支援する外部勢力
(利益団体、社会・政治運動など)との関係を
考察する。 
(3)研究の学術的背景(3)。 最近公刊された
アメリカにおける政党研究のうち、本研究と
密接に関係するもので注目に値するものとし
ては、次の著作がある。Donald Green et el, 
Partisan Heats & Minds (Yale University 
Press, 2002); Barbara Sinclair, Party Wars 
(University of Oklahoma Press, 2006). し
かし、前者は変化のメカニズムに関してはほ
とんど語ってくれない。後者は逆に変化の要
因、あるいは政党周辺の政治運動との関係を
捨象している。 
 
２．研究の目的 
(1)そこで、本研究では、政党の公職者(とく
に連邦議会議員)とそれを支援する政党外部
の集団・団体・政治運動の関係を重視した。
有権者レベルではなく、それより上位の政治
家・団体活動家レベルの考察に集中した。こ

こでの仮説は、民主党・共和党双方において、
それぞれを支援する集団・団体・政治運動の
連合の性格の変容が政党の変化をもたらし
た、とするものであった。共和党では、こん
にち宗教保守派団体、中小企業団体、減税推
進団体などが相互に協力しあう「連合」
(coalition)態勢を構築している。このよう
に、本研究は、さまざまな利益集団・政治運
動の連合という点を重視した分析であり、ま
た政党と利益団体の関係の構造的変化に着
目した研究でもある。  
(2)同時に、多くの研究は分極化の側面に圧倒
的に多くの関心を寄せている中で、本研究は
並行して起きつつある超党派的試みないし
動向についても、二大政党内の穏健派指導者
に焦点をあてて分析を行った。これについて
は、アメリカの政治学界においても本格的な
研究はまだ存在しない。 
(3)要するに、本研究では、現代アメリカの政
党がいかなるメカニズムを通じて変容した
かを解明しようとした。最近 30 年間、アメ
リカの民主党・共和党どちらもが、その政策
的・イデオロギー的立場を大きく変容させて
きた。民主党内ではリベラル派がかつての支
配力を失い、穏健派の台頭を許すに至った。
他方で共和党では穏健派が劇的に衰退し、保
守派が党内での主導権を握るようになった。
現在両政党はイデオロギー的に整序され、分
極化した政党制となっている。このような政
党の変化はアメリカでいかなるプロセスを
経て起きたのであろうか。 
 
３．研究の方法 
(1)イデオロギー的分極化のメカニズム解明
には巨大な作業が必要となるが、本プロジェ
クトでは二大政党の予備選挙を主たる分析
対象とした。すなわち、こんにちのアメリカ
政治の重要な特徴の一つであるイデオロギ
ー的分極化につき、その原因と動向につき、
これまで学界の中心的な関心であった決定
的選挙に分析を集中する方法ではなく、予備
選挙を通じての漸進的な政党のイデオロギ
ー的性格の変化という側面を強調して解明
しようとしてきた。2010年 11月の中間選挙
に向けた共和党の予備選挙において、ティー
パーティ系の候補が相次いで勝利し、同党を
さらに右に持っていこうとしているが、この
ことは本研究の基本的認識と方向性が正し
いことを証明している。予備選挙については
新しい事例も加えた事例研究の積み重ねを
行った。とくに 2014年 6月にはミシシッピ
州共和党上院予備選挙を現地視察した。 
(2)超党派主義の動向については、まずは議会
民主党・共和党それぞれにおける穏健派議員
連盟に焦点をあてた。前者ではブルードッグ
連合とニューデモクラット連合、後者では火
曜グループが中核的な重要性をもつ。これら
の議員連盟に所属する議員の支持基盤、支援
団体、政策的態度との関係について、予備選
挙・本選挙合わせて、主として事例研究によ



る把握を目指した。 
(3)現地調査を実施 二大政党内のさまざま
なイデオロギー集団を代表する議員あるい
は議員スタッフに対する聴き取り調査、およ
びそれぞれのイデオロギー集団と密接な関
係をもつ政党外部のさまざまな政治団体あ
るいは政治運動の指導者に対する聴き取り
調査を実施した。 
 共和党保守派に関する調査においては、テ
ィーパーティ運動の同党予備選挙における
躍進とサラ・ペーリン前副大統領候補に対す
る支持の高まりも視野に入れた。ここでは、
久保がすでに立ち入った分析を行った経済
成長クラブとティーパーティの関係も重要
な分析対象になった。 
超党派主義に対する支持についても、民主
党・共和党穏健派政治家およびそのスタッフ
に対する分析を行った。同時に、核不拡散や
核廃絶(例えばグローバル・ゼロ)を求める政
策集団、財政均衡を求める運動(コンコード連
合)、地球環境保護を重視する宗教保守派の運
動、人工妊娠中絶を減らす試み、教育政策、
選挙資金改革(マケイン=ファインゴールド
法)など、政策領域によって散発的に存在する
超党派の動向とその支持基盤について、調査
した。 
 
４．研究成果 
(1)本研究の独自性として、とくに<<「決定的
選挙」(critical election)なき政党変容>>
という視点を強調したい。通常「決定的選挙」
は政党制の変容との関係で、すなわちアメリ
カの二大政党間の力関係の長期的な変化を理
解しようとする際に援用される議論であるが、
本研究にも重要な視角を提供する。なぜなら、
そのような政党の支持基盤の長期的な拡大あ
るいは縮小が起きる際には、個々の政党につ
いても支持集団、支持団体の変化に起因する
変化が起きてきたからである。問題は、現代
においては1932年を最後に、それまでみられ
た決定的選挙が起きていない点である。他方
で、政党の性格自体は、たとえば1960年代ま
での民主党が南部を基盤にしていたのに対し
て、今日ではむしろ南部では劣勢になってい
ること一つからも理解できるように、決定的
選挙が不在でも政党の変化は大きな規模で起
きている。これが本研究が引き出した重要な
研究成果である。 
 同時に重要なのが、近年民主党から保守派
が抜け、共和党でリベラル派が衰退した結果、
イデオロギー的傾向をもつ利益団体との関係
が劇的に変化したことである。これによって、
政党とそのような利益団体の関係はより固定
的なものに変化した。中小企業団体、宗教保
守派など、いくつかの団体は公認候補決定過
程=すなわち予備選挙=で重要な影響力を発揮
しており、政党内政党に近い機能すら果たす
ようになっている。投票率が低く知名度の低
い候補者が乱立する予備選挙では、早くから
資金でも集票能力でも強力な運動が特定の候

補を支援すると、それは選挙結果に大きな影
響を及ぼすことができる。 
予備選挙に焦点を宛てることにより、予備
選挙による公認決定というわが国とまったく
異なる構造をもつアメリカの政党における変
化のメカニズムを解明することが可能となっ
た。この研究によって、比較政党論の中でも、
いまだ十分に理解されていないアメリカの二
大政党を正しい文脈のなかに位置づけること
が可能になり、決定的選挙にこだわったアメ
リカの政党論の混乱を成功裏に批判できた。 
(2)分極化と同時に、外交・財政・社会保障・
貧困・宗教などに関わる争点において、超党
派主義を回復ないし模索する具体的な動き
や提案が少なからず存在することにも、本研
究は注目した。分極化についての批判的研究
は、日米ですでに多数蓄積されているが、そ
れを克服する動き・試み(たとえばスタンレー
財団による Derek Chollet、Tod Lindberg, 
and David Shorr eds, Bridging the Foreign 
Policy Divide, 2007 )、およびその政治的基
盤についての分析はほとんど存在しなかっ
た。本プロジェクトでは、この側面について
も、有権者レベルではなく、エリートないし
集団ベースの仮説を立て検証した。それぞれ
の政党の穏健派集団が、安全保障、宗教、財
政など、さまざまな政策領域において、両党
の端(共和党保守派、民主党左派)に対抗する
政治的・政策的試みに着手していることを解
明した。ただし、穏健派には予備選挙で支援
を期待できる政党外部の団体からの支持が
欠如していることが重要である。核廃絶や対
日政策が超党派的色彩を強くもつことを考
慮すると、このような現象についての研究は、
学術的文脈のみならず実践的な意味におい
ても重大な含意をもつものといえよう。 
(3)基本的視角は、かつてのように 1回の選挙
で政党の性格も政党制も一挙に変わった政
党再編論はこんにちもはや妥当せず、そのよ
うな選挙なしで現代米国の政党は徐々に、と
くに予備選挙を通じて緩慢に変容する、とい
う見方にある。2010 年の中間選挙で進出し
たティーパーティ運動は、グラスルーツのエ
ネルギーとエリート的外部団体からの資金
流入が重なると、すでに保守的な共和党をさ
らに右に移動させる起爆剤となり、本研究の
仮説が正しかったことを裏打ちしてくれた。
同時に、分極化を緩和しようとする超党派主
義の模索は事実として存在するものの、両党
の穏健派は政党外部での支援団体をさほど
もたず、政治的基盤という点でいまだ脆弱で
あると暫定的に結論付けられる。 
(4)2015 年後半からは、共和党の大統領候補
指名争いで、典型的な保守派とは異なる政策
を掲げたドナルド・トランプが登場し、既存
のイデオロギー的分極化状況を少なくとも
一部、また一時的に融解させた。これは外交、
経済、宗教など、さまざまな争点について妥
当する。ある意味で、二大政党の間のイデオ
ロギー的分極化が極端に進行した帰結につ



いて、グラスルーツの共和党一般党員が反乱
を起こした結果であるともいえる。全く予想
外の現実政治の展開であったが、本プロジェ
クトでは、二大政党の在来の支持基盤の一部
組み換えを引き起こす可能性を秘めた現象
として鋭意分析に取り組んだ。 
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